
事業番号 - - -

（ ）

計（A) 2,641.7 -

諸謝金 0.1 -

職員旅費 0.2 -

　 その他 1 -

-

庁費 0.1 -

-

　 (目) 国際化拠点整備事業費補助金 2,641 -

委員等旅費 0.2
令和5・6年度

予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算 令和6年度要求 主な増減理由（・要望額・予備費）

(項) 　 高等教育振興費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
101% 100% 94%

執行率（％）
=(G)/(F)

100% 100% 100%

執行額(G) 3,321 3,278 3,053

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

3,322 3,283 3,038.8 2,897.7 -

予備費等（E) 23 31 - -

翌年度へ繰越し（D) ▲ 21 ▲ 50 ▲ 256 -

-

前年度から繰越し（C) 17 21 50 256 -

-

-

令和6年度要求

予算の
状況

当初予算（A) 3,303 3,281 2,993.8 2,641.7 -

補正予算（B) -

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

- 251 -

-

-

事業概要URL
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/sekaitenkai/1360288.htm

実施方法 補助

補助率等 定額補助

事業の目的
（5行程度以内）

本事業では、我が国の大学の国際化を強力に推進し、大学の改革を促し、国際競争力を向上させるとともに優れた能力を持つ人材を育成する環境基盤を整備すること及び本事
業の実践により得られた優れた成果や取組を国内外に対し戦略的に情報発信し、海外における我が国の高等教育に対する国際的な評価の向上と我が国大学全体としての国際
化を推進することを目的としている。

現状・課題
（5行程度以内）

教育未来創造会議の第二次提言（令５年４月２７日）における、コロナ禍で停滞したグローバルレベルでの人流が回復し、世界各国が国境を越えた人材確保を進めるとともに、高
等教育の国際展開のオンライン化などのあらたな動きが生じており、人材の育成の場や人材そのものを広く世界に求める視点に立ち、留学生の派遣・受入れとその後の高度人
材の獲得や大学の抜本的な国際化を更に進める必要があるとの提言も踏まえ、我が国の大学の更なる抜本的な国際化の推進と魅力とブランド力を磨く取組の推進・横展開を
図っていく必要がある。また、地域・社会といったステークホルダーと連携しつつ大学がハブとなり地域の国際化を牽引し、我が国の成長を支え、グローバル社会で活躍する人材
育成を図る大学の国際化の強化も必要となる。

事業概要
（5行程度以内）

世界トップレベルの大学との交流・連携を実現、加速するための新たな取組や、人事・教務システムの改革などの体質改善、学生のグローバル対応力育成のための体制強化な
ど、徹底した国際化に取り組む大学を重点支援。【定額補助】

政策 4　個性が輝く高等教育の振興

主要経費 教育振興助成費施策 4-1　大学などにおける教育研究の質の向上

政策体系・評価書URL
https://www.mext.go.jp/content/20221215-mxt_kanseisk01-000026547-
16.pdf

2023 文科 22 0160

令和5年度行政事業レビューシート 文部科学省

参事官（国際担当)
参事官（国際担当）
小林　洋介

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

｢日本再興戦略｣(平成25年6月14日閣議決定）、「第2期教育振興基本
計画」(平成25年6月14日閣議決定)、「未来を創造する若者の留学促
進イニシアティブ」（令和５年４月２７日教育未来創造会議第二次提
言）

事業名 スーパーグローバル大学創成支援事業 担当部局庁 高等教育局 作成責任者

事業開始年度 平成26年度
事業終了

（予定）年度
令和5年度 担当課室



成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度

国際通用性ある教育プログラムの構
築・実施

外国語のみで卒業（修了）でき
るコースの割合

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

採択大学に対するフォローアップ調査結果

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

達成度 ％ - - - -

12.1 12.8 - -

目標値 ％ - - - 18.1

令和3年度 令和4年度
目標最終年度

5 年度
成果目標及び成果実績

①-3
（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度

更なる学生の流動化（「採択大学にお
ける外国人留学生比率」を令和5年度
までに13％に引き上げる）

採択大学における外国人留
学生比率

成果実績 ％

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

採択大学に対するフォローアップ調査結果

↓
成果目標①-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

上記の①-1,2により、採択校の国際的なブランドの向上、キャンパスの国際化、人事・教務システムの整備、事務職員の高度化が進むことによる、外国人教員・
留学生の受入れ環境が整備され、世界各国の学生から選ばれることが考えられるため。

成果実績 ％

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

採択大学に対するフォローアップ調査結果

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

外国語のみで学位が取得できるコースが増加することにより、より多くの留学生が受け入れられる環境が整う。また日本人学生にとっては、より優秀な留学生との
共修環境が大学内に生まれ国際通用性のある学習環境の整備に繋がるとともに、海外において高いレベルで学ぶために必要な外国語能力等を身につけた学生
が育成される環境が整備されると考えられるため。

達成度 ％ - - - -

28.9 30.5 30.9 -

目標値 ％ - - - 32.2

令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

35.1

目標値 人 - - - 47.4

教職員の多様化（「教員に占める外国人
及び外国の大学で学位を取得した専任教
員等の割合」を2023年度までに47.1％に
引き上げる）に向けた教育改革

教員に占める外国人及び外
国の大学で学位を取得した専
任教員等の割合

成果実績 人 34.9 35.2

達成度 ％ - -

活動内容①
（アクティビティ）

徹底した大学改革と国際化を通じて、国際通用性ある教育プログラムの構築・実施、多様な国籍の教員による授業の実施、海外大学との連携協定等により、国
際化を先導する取組に対する補助。

↓

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度

令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

↓
成果目標①-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

外国人や海外で学位を取得した優秀な教員を獲得するためには、グローバルな採用方法とそれに対応した人事システムが重要となる。またそのような人材を核
に、多くの授業が外国語で実施される環境を整えることにより、国際通用性ある教育の実施が可能になると考えられるため。

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度

41 -

当初見込み ％ - -

令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

我が国の高等教育の国際通用性の向
上

ガバナンス改革としての年俸
制適用教職員・割合

活動実績 ％ 34.6 36.6 41

- 36.6 -



成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「スーパーグローバル大学創成支援」中間評価・事後評価結果

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-

達成度 ％ - - - -

33 - - -

目標値 件 - - - 37

令和3年度 令和4年度
目標最終年度

5 年度
成果目標及び成果実績

②-3
（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度

国際通用性ある受入体制・教育シス
テム構築の実現

中間評価・事後評価のA評価
以上の件数

成果実績 件

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

採択大学に対するフォローアップ調査結果

↓
成果目標②-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

各採択大学の取組評価を行う中間評価・事後評価においては、各大学の事業採択時に設定した達成目標の状況や、実施体制、具体的な取組、事業成果の普及
等の状況を総合的に判断することから、事業全体が目標に到達していれば、A評価以上を取得でき、国際通用性ある受入体制・教育システム構築の実現システ
ムの構築が達成されたと考えられるため。

- - -

4,684 4,962 5,234 -

目標値 人 - - - 6,765

令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

70.9シラバスの英語化

「採択大学におけるシラバス
の英語化」を令和5年度までに
１００％に引き上げる）る仕組
み。

成果実績 ％ 57.7 59.4

達成度 ％ - -

成果目標及び成果実績
②-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度

国際通用性ある教育を支えられる職
員の雇用・育成

外国語力基準を満たす専任
職員数

成果実績 人

- -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

採択大学に対するフォローアップ調査結果

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

ナンバリングに続き、開講・履修に際しての基礎情報となるシラバスを英語化され、英語による授業やコースの設置がより進みやすくなる。これに伴い、外国人教
員・留学生の支援業務の増加、海外協定大学締結・折衝等の必要性が高まり、それを支える職員能力の高度化が求めらると考えられるため。

達成度 ％ -

令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

授業科目ナンバリングを推進することにより、シラバス英語化が国際通用性あるものとして進み、外国人教員・留学生及び、教育システム・体制を支える職員間に
おける支援体制・環境が効率的に整うことに繋がると考えられるため。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度

- -

当初見込み ％ - - - 100 -

67.7 -

目標値 ％ - - -

令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

国際通用性ある教育システム構築
「採択大学における授業科目ナンバ
リング」を令和5年度までに１００％に
引き上げる」

活動実績 ％ 98.3 98 97.8

活動内容②
（アクティビティ）

徹底した国際化、教育改革、研究力強化に繋がる教育力向上の取組を支える教務・ガバナンスの国際通用性あるシステム・体制の構築取組に対する補助。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度



成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「大学における教育内容等の改革状況について」調査

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ③について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ③についてアウトカムが複数設定できない理由

-

達成度 ％ - - - -

17 19 20

目標値 件 - - -

令和3年度 令和4年度
目標最終年度

5 年度
成果目標及び成果実績

③-3
（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度

ハイレベルな連携による国際通用性
ある教育システムである共同学位プロ
グラムの構築

ジョイント・ディグリー数

成果実績 件

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「大学における教育内容等の改革状況について」調査

↓
成果目標③-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

共同学位プログラムの中でも、ジョイント・ディグリーは、双方の極めて高い大学間連携により実現できるシステムであるため。

- - -

226 - - -

目標値 件 - - - -

令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

76,825実質的な大学間交流
大学間協定に基づく交流数
（受入・派遣学生数）

成果実績 人 14,589 24,888

達成度 ％ - -

成果目標及び成果実績
③-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度

ハイレベルな連携による国際通用性
ある教育システムである共同学位プロ
グラムの構築

ダブル・ディグリー数

成果実績 件

- -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

採択大学に対するフォローアップ調査結果

↓
成果目標③-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

大学間協定による実質的な連携の中でも、共同学位プログラムの構築は、よりハイレベルな連携による国際通用性ある教育システムであるため。

達成度 ％ -

令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

↓
成果目標③-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

大学間協定の中でも、実質的な学生交流を継続的に行える大学連携の関係性を築くことが、ハイレベルな連携による国際通用性ある教育システムの構築に繋
がるため。

成果目標及び成果実績
③-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度

- -

当初見込み 校 - - - - -

- -

目標値 人 - - -

令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

海外協定大学との連携 大学間協定校数
活動実績 校 9,330 - -

活動内容③
（アクティビティ）

国際交流・研究ネットワークの構築・拡大による海外協定校等とのハイレベルな連携による国際通用性ある教育システムの構築

↓

活動目標及び活動実績
③

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度



-

令和4年度 2022 文科 21 0154

令和3年度 2021 文科 20 0155

令和2年度 文部科学省 0144

令和元年度 文部科学省 0135

平成29年度 147

平成30年度 140

平成27年度 147

平成28年度 145

平成25年度 -

平成26年度 142.新26-0018

平成23年度 -

平成24年度 -

-

上記への対応状況

-

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

予定通り終了
本事業は当初計画に基づき、令和5年度をもって予定通り終了。なお、本事業により得られた各大学の取組み成果については、全国の大学に横展開を行う予定
である。

過去に受けた指摘事項
と対応状況

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

平成30年度秋レビュー対象事業　事業番号0140
＜とりまとめコメント＞
・本事業達成時のスーパーグローバル大学（ＳＧＵ）の社会における機能が明確とは言えない。文部科学省は、目指すＳＧＵの具体像を示すべきである。さらに、
そこに至るロジックモデルをバックキャスティングを通じて示し、ＳＧＵが実現できることを明確にする。
・各ＳＧＵはその属性や比較優位性を踏まえたロジックモデルを構築するとともに、定性的または定量的なアウトカム目標を公開し、それを達成していくことを示さ
なければならない。一方、目標に至るための計画及びアウトプットなどのプロセスの評価による支援の急激な変動は、目標達成に支障をきたし、本事業目的には
逆効果の恐れがあるため、評価の対象は基本的にアウトカムに限定されるべきである。
・本事業の目的が、本来各大学の自主努力によってなされるべきことに鑑み、事業としての予算規模が段階的に縮減していくことも前提に、各ＳＧＵには自走化へ
の計画を開示し、それを具体的に進めながら、その進捗を公表していくことが求められる。

上記への対応状況

○SGUの具体像を含むロジックモデルをSGUホームページにて公表（平成30年12月28日　※改訂版：令和2年4月）https://www.jsps.go.jp/j-sgu/logicmodel.html　　各採択大学に
おいてもロジックモデルを作成し、SGUホームページにて公表（平成31年4月18日　※随時更新）https://www.jsps.go.jp/j-sgu/h26_kekka_saitaku.html    また、各採択大学における
財政支援終了後を見据えた自走化への計画を作成し、SGUホームページにて公表。（https://www.jsps.go.jp/j-sgu/h26_kekka_saitaku.html）
○事業の評価については、令和2年度の中間評価において、アウトカムを評価及び自走化進捗状況を評価項目に加え実施。評価結果をJSPSウェブサイトに公表。
https://www.jsps.go.jp/j-sgu/chukan_hyoka_kekka2.html

その他の指摘事項

改善の
方向性

・平成29年度及び令和2年度に実施した中間評価の結果及び平成31年度秋レビューでの指摘を踏まえ、事業目的が十分達成されるよう適切な助言を行うことで、
適切かつ効果的な実施を促す。

外部有識者の所見

成果指標については、事業の成果を適切に測るための工夫が必要であり、成果目標値についても実績との乖離が少なくなく、水準の妥当性を含め検証する必要がある。さらに、成果や課
題についての検証した上で活用方策を明確にすべきである。

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

終了予定
外部有識者の所見を踏まえ、成果指標について適切な設定であったかを検討し、それらを含めて本事業により得られた成果については後継事業の実施等におい
て適切に活用すること。

-

事業所管部局による点検・改善

点検結果

・経費の執行については、事業年度毎に各大学から提出される実績報告書において、支
出先・使途を把握し、補助金の使用状況や事業目的との整合性について確認を行い、引き
続き事業の適正な実施に努めている。
・採択大学における外国語のみで卒業できるコースの割合、外国語力基準を満たす専任
職員数等については、スーパーグローバル大学創成支援事業開始前（平成25年度）の実
績を上回っており、事業は着実に進められている。

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

-

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称 -

URL -

該当箇所



※令和4年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事項については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

【補助金等交付】 【補助金等交付】

　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

計 251 計 16.5

速記・テープ起こし外注費等 3.4

その他 オンライ教育コンテンツ開発経費 173 人件費・謝金 常勤職員等人件費、プログラム委員会委員手当等 12.8

物品費 事務用消耗品 0.1

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費・謝金 訪問調査旅費等 30 旅費 プログラム委員会出席旅費 0.2

物品費 オンライ教育ンプラットフォーム調査経費等 48 その他

文部科学省

3,044百万円

本事業の選定委員会の審査・評価結果に基づき、採択

大学を決定するとともに、これらの大学に対して補助金

を交付する。

職員旅費等 0.5百万円を含む

スーパーグローバル

大学創成支援

A.大学（全37件）

3,027百万円

B.（独）日本学術振興会

（1件）17百万円

海外の卓越した大学との連携や大学

改革により徹底した国際化を進める。

世界レベルの教育研究を行うトップ大

学や国際化を牽引するグローバル大

学の支援を行う。

本事業の選定委員会を設置し、本事

業の選定に係る審査等の業務を実施

する。



支出先上位１０者リスト

A.

B

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
独立行政法人日本学術振興
会

1010005006890
審査・評価事業又は公表・普
及事業

17 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

- - -10 国立大学法人京都大学 3130005005532
京都大学ジャパンゲ－トウェ
イ構想

123 補助金等交付

-

9 国立大学法人大阪大学 4120905002554
ＧＬＯＢＡＬ　ＵＮＩＶＥＲＳＩＴＹ
「世界適塾」

125 補助金等交付 - - -

- -

8 国立大学法人北海道大学 6430005004014
Ｈｏｋｋａｉｄｏユニバ－サルキャンパス・イニ
シアチブ　～世界に開かれ世界と協働～ 134 補助金等交付 - -

- - -

7 国立大学法人東京大学 5010005007398
東京大学グロ－バルキャンパ
スモデルの構築

136 補助金等交付 -

6 国立大学法人東京工業大学 9013205001282
真の国際化のためのガバナンス改革によ
るＴｏｋｙｏＴｅｃｈＱｕａｌｉｔｙの深化と浸透 139 補助金等交付

-

5 学校法人慶應義塾 4010405001654
「実学（サイエンス）」によって地
球社会の持続可能性を高める

140 補助金等交付 - - -

- -

4 学校法人早稲田大学 5011105000953
Ｗａｓｅｄａ　Ｏｃｅａｎ構想　～開放性、多様
性、流動性を持つ教育研究ネットワ－クの
構築～

140 補助金等交付 - -

- - -

3
国立大学法人東海国立大学
機構

3180005006071
２１世紀、Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅな世界を
構築するアジアのハブ大学

158 補助金等交付 -

2 国立大学法人東北大学 7370005002147
東北大学グロ－バルイニシア
ティブ構想

155 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人筑波大学 5050005005266
トランスボ－ダ－大学がひらく
高等教育と世界の未来

251 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率
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